
 

 

 

○ 震災特例法に関して、次の改正が行われました。 

改 正 事 項 改 正 の 内 容  適 用 時 期 等 

⑴ 復興産業集積区域等
において機械等を取得
した場合の特別償却又
は法人税額の特別控除

（震災特例法17の２④一
ヘ・二ヘ、25の２④一
ヘ・二ヘ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（震災特例法17の２①、
25の２①） 

 

○ 復興居住区域に係る措置について、次の改正が行われまし
た。 
イ 福島県又は福島県の区域内の市町村以外の認定地方公共

団体の指定を受けた事業者が取得等をする被災者向け優良
賃貸住宅の特別償却割合が次のとおり引き下げられまし
た。 

（注） 福島県又は福島県の区域内の市町村の認定地方公共団体の指

定を受けた法人が取得等をしてその認定に係る復興居住区域内

において賃貸住宅供給事業の用に供したものについては、引き

続き、25％の特別償却割合が適用されます。 

ロ 福島県又は福島県の区域内の市町村以外の認定地方公共
団体の指定を受けた事業者が取得等をする被災者向け優良
賃貸住宅の税額控除割合が次のとおり引き下げられまし
た。 

（注） 福島県又は福島県の区域内の市町村の認定地方公共団体の指

定を受けた法人が取得等をしてその認定に係る復興居住区域内

において賃貸住宅供給事業の用に供したものについては、引き

続き、８％の税額控除割合が適用されます。 
 
○ 適用期限が平成33年３月31日まで４年延長されました。 
 
 

改正前 

改正後 

平29.４.１～ 

平32.３.31に取得等 

平32.４.１～ 

平33.３.31に取得等 

25％ 25％ 17％ 

改正前 

改正後 

平29.４.１～ 

平32.３.31に取得等 

平32.４.１～ 

平33.３.31に取得等 

８％ ８％ ６％ 

― 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
― 

⑵ 企業立地促進区域に
おいて機械等を取得し
た場合の特別償却又は
法人税額の特別控除（震
災特例法17の２の２、25
の２の２） 
 

○ 対象地域に認定特定復興拠点区域復興再生計画に記載され
た特定復興拠点区域が追加されました。 

 

福島復興再生特別措置
法の一部を改正する法
律（平29.４.28現在審
議中）の施行の日から
施行されます。 

⑶ 避難解除区域等にお
いて機械等を取得した
場合の特別償却又は法
人税額の特別控除（震災
特例法17の２の３①②、
25の２の３①②、改正法
附則１十八） 

 

○ ⑵と同様の改正が行われました。 ⑵の適用時期等と同じ
となります。 

⑷ 企業立地促進区域に
おいて避難対象雇用者
等を雇用した場合の法
人税額の特別控除（震災
特例法17の３の２、25
の３の２） 
 

○ ⑵と同様の改正が行われました。 
 

⑵の適用時期等と同じ
となります。 

⑸ 避難解除区域等にお
いて避難対象雇用者等
を雇用した場合の法人

○ ⑵と同様の改正が行われました。 
 

⑵の適用時期等と同じ
となります。 
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改 正 事 項 改 正 の 内 容  適 用 時 期 等 

税額の特別控除（震災特
例法17の３の３①、25
の３の３①、改正法附則
１十八） 
 

⑹ 申告要件の見直し（震
災特例法17の２⑦、17
の２の２⑦、17の２の３
⑦、17の３③、17の３の
２③、17の３の３③、25
の２⑧、25の２の２⑦、
25の２の３⑦、25の３
③、25の３の２③、25
の３の３③） 
 

○ 当初申告の確定申告書等に適用金額を記載した場合等に限
り適用を受けることができる制度のうち税額の一定額を上限
とする次の制度について、納税者の立証すべき事項（適用対象
資産の取得価額、給与等の額等）及び当初申告が必要であるこ
とが明確化されるとともに、要件を満たす場合には税額控除額
を変更できることが明らかにされました。 
イ 復興産業集積区域等において機械等を取得した場合の法

人税額の特別控除 
ロ 企業立地促進区域において機械等を取得した場合の法人

税額の特別控除 
ハ 避難解除区域等において機械等を取得した場合の法人税

額の特別控除 
ニ 復興産業集積区域において被災雇用者等を雇用した場合

の法人税額の特別控除 
ホ 企業立地促進区域において避難対象雇用者等を雇用した

場合の法人税額の特別控除 
へ 避難解除区域等において避難対象雇用者等を雇用した場

合の法人税額の特別控除 
 

― 
 
 

⑺ 被災者向け優良賃貸
住宅の割増償却（震災特
例法18の２①、26の２
①、改正法附則98①②、
101①②） 
 
 
 
 
 

（震災特例法18の２①、
26の２①、改正法附則98
①②、101①②） 
 

（震災特例法18の２①、
26の２①） 
 

○ 割増償却割合が次のとおり引き下げられました。 
 

 

○ 対象地域から復興居住区域が除外されました。 
 
 
 

○ 適用期限が平成33年３月31日まで４年延長されました。 
 

耐用年数 改正前 

改正後 

平29.４.１～ 

平31.３.31に

取得等 

平31.４.１～ 

平33.３.31に

取得等 

35年以上 70％ 56％ 28％ 

35年未満 50％ 40％ 20％ 

平29.４.１以後に取得
等をするものについて
適用され、同日前に取
得等をしたものについ
ては、従来どおり適用
されます。 
 
 
 
 
同 上 
 
 
 
― 

⑻ 福島再開投資等準備
金（震災特例法18の８、
26の８） 

 
（震災特例法18の８⑧⑨
⑬～⑯、26の８⑨⑩⑭～
⑰、震災特例法規６の７
③④、９の７③④、改正
法附則１十八、99、102） 
 
 

○ ⑵と同様の改正が行われました。 
 
 
 
○ 適格分割により準備金を引き継ぐ等の措置が追加されまし

た。 
 

⑵の適用時期等と同じ
となります。 
 
 
福島復興再生特別措置
法の一部を改正する法
律（平29.４.28現在審
議中）の施行の日以後
に終了する事業年度分
の法人税について適用
され、同日前に終了し
た事業年度分の法人税
については、従来どお
り適用されます。 
 

⑼ 特定の資産の譲渡に
伴い特別勘定を設けた
場合の課税の特例（震災
特例法20⑪、28⑫、改正
法附則１三、100、103） 

○ 全部取得条項付種類株式の端数処理、株式併合の端数処理及
び株式売渡請求による対象法人の完全子法人化（非適格株式交
換等に該当するものに限ります。）が行われた場合には、特別
勘定の金額を取り崩すこととされました。 

  

平29.10.１以後に行わ
れる株式交換等につい
て適用され、同日前に
行われた株式交換につ
いては、従来どおり適
用されます。 
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